
令和７年度 大阪市監査委員監査について

１ 監査の概要

◆ 監査の種類

      ・ 地方自治法第199条第７項の規定に基づく財政援助団体等に対する監査

２ 監査の結果

◆ 指摘の概要および措置内容について

     ※別紙「監査結果に関する措置状況報告書」のとおり

・ 指摘の主な内容は、①団体に対して、地下街運営事業者へのモニタリングについて改善を求めたもの ②所管所属と

団体に対して、自立運営に向けた取組について改善を求めたもの

・ 指摘①については、経営企画書の全項目について実績・進捗を漏れなく容易に確認できるよう、地下街運営事業者

に対し年度の実績確認表を提出させるとともに、四半期ごとの月例報告会での進捗確認を行うこととした。

・ 指摘②については、団体の経営安定に向け、建設局と団体が経営状況等を四半期ごとに報告・協議する定例的な

会議体を設置し、議論の経緯や内容を整理・記録を行う仕組みを構築した。

◆ 監査の着眼点

・ 予算管理が適切に実施されていないリスク

・ 各種契約、預り金の管理が適切にされず、３E（経済性、効率性、有効性）を阻害するリスク

・ 自立運営に向けた取組になされていないリスク

・ 過去に実施した監査で指摘した事項が実行・改善されず、業務が有効又は適正に実施されないリスク

・ 指導監督が適切でないリスク

◆ 留意すべき事項について

・ 特定調停では、担保処分等を行っても返済できない場合、市が借入金の元本・未払利息・損害金を損失補償する

条項がある。賃料収入の伸びが見通せない一方、設備等の老朽化投資や物価高で経営環境の厳しさが増している。

こうした状況下でも計画どおり返済し持続可能な運営を図れるよう、所管所属及び団体は、地下街運営事業者に主

体的に働きかけ、実行可能な施策の提案を求めるなど、民間経営手法も一層活用し、これまで以上に危機感を持っ

て経営に当たられたい。













監査結果に関する措置状況報告書 別紙１

報　告　番　号：報告監８の第16号

監 査 の 対 象：令和７年度監査委員監査　クリスタ長堀株式会社

所　管　所　属：建設局

通　　知　　日：令和８年６月19日

指摘№ 指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類
措置日

（予定日）

１

地下街運営事業者へのモニタリングについて改善を求めたもの

団体は、経営企画書で定める全ての項目とその結果を対比する形で
の報告を求めておらず、個々の取組が計画どおりにできているかを
容易に確認できない状況であった。取組の未実施がないことは確認
できたが、経営企画書に基づく取組ごとの履行状況の確認や進捗管
理をする仕組みとしては不十分な状況であった。

【指摘事項】
団体は、運営事業者に対して、経営企画書の計画と実績を対比する
形式での報告書を定期的に求める等、運営事業者の業務が計画に基
づき適切に進捗していることを管理監督できる仕組みを構築し、モ
ニタリングを徹底されたい。

地下街運営事業者の経営企画書で定める全ての項目について、その
実績を漏れなく容易に確認できるような報告書(営業・販促実績確認
表)を毎年度提出させるとともに、四半期ごとの月例報告会で全ての
項目について対比的にその進捗状況を確認する。上記について令和
８年３月16日の月例報告会で確認した。

措置済 令和８年３月16日

２

自立運営に向けた取組について改善を求めたもの

四半期ごとに外部有識者を交え経営監視を行う会議、及び同会議に
先立ち、所管所属が団体の経営状況などを確認する会議の会議録に
より、次期中期計画以降の長期的な視点での質疑がなされているこ
と、今後の経営のあり方等に関する検討を始めていることは確認で
きた。しかし、所管所属と団体との間における具体的な議論の内容
については、確認できなかった。

【指摘事項】
所管所属と団体は、経営のあり方などについて将来を見据えてより
具体的な議論を進め、議論の過程・内容を記録として残す仕組みを
構築し、経営に当たられたい。

団体の経営安定に向けて、課題認識の共有と対応方針の整理を行う
会議体（定例会議）を令和８年３月24日付で新たに設置し、建設局
及び団体が経営状況・取組状況・課題等に関する報告および議論を
定例的（四半期ごと）に行い、議論の経緯や内容について、整理・
記録を行っていく仕組みを構築した。

措置済 令和８年３月24日
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